
第４章 細部構造 

 
電線引出し部の構造等 ４－１．

(1) 特殊部の電線引出し部は、原則として、ノックアウト方式とし、その間隔は受け棚間

隔や将来の引き出しを考慮して決定するものとする。 

(2) 特殊部には、接地施設のためのノックアウトを設けるものとする。 

［解説］ 

(1) 電線引出し部は、無筋コンクリートでノックアウト方式とするのがよい。その間隔は、

棚の間隔や将来の引き出し間隔で決定される。また、開口によっては構造上の弱点と

なりやすいので、鋼枠等で補強する必要がある。 

(2) 特殊部には、接地施設に必要なφ５０程度のノックアウトを、側壁部もしくは妻壁部

に設けるものとする。 

 

道路横断部の構造等 ４－２．

(1) 道路横断部は、本線部の必要な土被りを確保するものとする。これより浅い土被りの

場合は、必要に応じて対策を講じるものとする。 

(2) 電力単独横断の場合に、特殊部（Ⅱ型W=950mm）内法長を3000mmを標準とするものであ

り、3000mmには通信系の作業スペースが考慮されていないことから、電力通信併用の

横断特殊部（Ⅰ型W=1200mm）とする場合は、特殊部最低内法長を3800mmとする。 

(3) 道路横断用の特殊部には、ケーブルの曲線半径を確保するため必要に応じてサイドボ

ックスを設置するものとする。 

［解説］ 

(1) 道路横断部の土被りは、「３－１－３ 埋設深さおよび配置」における車道部の埋設深

さを標準とする。 

(2) 道路横断部には、道路管理者などの通信管路だけを横断する構造と、電力線用と通信

線用の両者の管路の構造がある。 

(3) 必要な土被りが確保できない箇所の対策の１例として、強度等を考慮した管材の採用

がある。 

(4) 電力線の道路横断用の特殊部に設置するサイドボックスの内空寸法は、幅1000mm× 高

さ600mm × 長さ650mm を標準とする。 

(5) 通信線のみの道路横断用の特殊部は、通信接続部と同じ長さとする。 

(6) 通信線のみの道路横断において特殊部がⅠ型（内空幅1200mm）の場合は、ケーブル半

径が確保できることからサイドボックスは設置しないものとする。ただし、特殊部が

Ⅱ型（内空幅950mm）の場合は、ケーブル半径を確保することが困難であることから、

ボディ管で横断する場合、幅350mm× 高さ350mm × 長さ300mm の内空寸法を標準とし

たサイドボックスを設置するものとする。 
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(7) 集約横断特殊部は、電力ケーブルと通信ケーブルの離隔の確保及び通信接続用クロー

ジャーの設置作業スペースを考慮して3800mm を標準とする。また、電力地上機器等を

設置する特殊部には原則、通信管路を収容しない。なお、電力地上機器等用特殊部の

設置により通信管路の配管スペース（占用スペース）等が無く、通信管路を迂回する

ことができない場合には、電線管理者と協議し、電力通信併用特殊部（W=1200mm）の

内法長を決定する。 

 

 

 

道路横断部の構造例  
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防護コンクリート巻き付け時の伸縮長の確保 ４－３．

硬質塩化ビニル管をマンホールなどのコンクリート構造物に接合する場合は、不等沈下

や地震などによる両者の相対的な変位によって接続部分の管体に過大な応力が発生するお

それがある場合は、構造物から１ｍ以内にゴム輪接合を設けるものとする。 

［解説］ 

『道路土工 カルバート工指針（社団法人 日本道路協会）』の指針に従い、「構造物より

１ｍ 以内にゴム輪接合を設ける」とし、それにつながる管路は、通常通り（長さの規定で

はなく、１/１００の伸縮代を有する接合）の構造とする 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－伸縮を考慮した処理長の設定－ 単位：mm 

 

 

 

 

  

管径・管種 Ａ Ｂ 

Φ２５ ＰＶ 

Ｍａｘ １００ｍｍ Ｍａｘ １０００ｍｍ 

Φ５０ ＰＶ 

Φ７５ ＰＶ 

Φ１００ ＶＰ 

Φ１５０ ＶＰ 

Φ２００ ＶＰ 

Φ２５０ ＶＰ 

    

防護コンクリート 

基礎砂利 
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引込み管 ４－４．

(1) 電力高圧ケーブルの引込み管はφ１３０またはφ１００、低圧ケーブルの引込み管は

φ１００またはφ８０、電力通信ケーブルの引込管はφ１００を標準とする。 

(2) 通信ケーブルの引込み管はφ７５、φ５０を使用し、多条敷設を標準とする。 

(3) 引込み管が所定の土被りを確保できない場合は、防護板を設置する等対策を講じるも

のとする。 

［解説］ 
(1) 電力ケーブルの引込み管は、電力事業者と協議の上決定する。 

(2) トラフ方式に収容する通信の引込みケーブルは、情報通信・放送系ケーブルおよび電

力保安通信ケーブルの分岐用クロージャ、またはタップオフが収容される特殊部から、

共用引込管で分岐することを原則とする。なお、小型トラフでのケーブル分岐は行わ

ないこと。 

(3) 共用ＦＡ方式および１管セパレート方式の引込ケーブルは、分岐管方式を標準とする。

なお、需要の高いビル等への引込みは、特殊部から引込管で直接供給する特殊部分岐

（１管１条）方式を適用する。また、通信接続桝の端壁からの分岐は、分岐管取付け

スペースが限られているため管径、条数をあらかじめ検討しておく必要がある。 

(4) 引込管には、多条数の引込ケーブルを収容することを基本とする。なお、民地部の引

込管を電線管理者毎に敷設する必要がある場合は、道路区域内に引込分散継手を設置

することができる。この場合、引込分散継手までを電線共同溝本体とする。 

(5) 引込み管についても３-１-３に示す埋設深さを必要とするが、土被りが確保できない

場合は３-１-４に準じて管路防護を施すものとする。 

4-4



妻壁の構造 ４－５．

特殊部の妻壁は、管路の配置、施工性を考慮した構造とする。 

［解説］ 

(1) 特殊部の妻壁には、管路を取り付けるためのダクトスリーブ等が設置される。 

(2) 妻壁には現場で打設する現場打ち妻壁と工場で製作する工場製品の妻壁がある。これ

らの選定は、現場での配管の複雑性、施工性から決まるが、最近ではダクトスリーブ

取付型の工場製品の採用が一般的となっている。 

(3) 妻壁には、土荷重による土圧と輪荷重による側圧が作用する。妻壁の設計は、将来の

歩道の切下げによる輪荷重の載荷を考慮した配筋とする。 

(4) ダクトスリーブの間隔が狭いときには、現場打ちコンクリートでは、骨材が入りにく

い（骨材の最大寸法の４／３以上を確保できない）場合が考えられる。したがって、

ダクトスリーブの間隔によっては、粗骨材の最大寸法、新製品の採用、その他の対策

を別途考慮するものとする。 

 

基礎の構造 ４－６．

特殊部の基礎は、砕石、均しコンクリートの構造を標準とする。 

［解説］ 

(1) 特殊部の基礎は、砕石・均しコンクリートを標準の構造とするが、特殊部が一体構造

（連結部がない構造）の場合は砕石だけの基礎構造を標準とする。なお、管路部にお

いては原則として基礎はもうけない。 

(2) 現場の施工性等の状況に応じ、均しコンクリートの替わりに敷き板（二次製品）の採

用も考慮するものとする。 

 

排水等 ４－７．

特殊部には必要に応じて排水対策を施すものとする。 

［解説］ 

(1) 特殊部の排水方法には以下のものが考えられる。 

①自然浸透排水 

②公共下水道への自然流下排水 

③ポンプによる強制排水。 

(2) 地下水位以上に設置される特殊部は、雨水などの浸入水に対しては、自然浸透で対応

するが一般的である。 

(3) 地下水位以下に設置される特殊部については、排水ピットからポンプによって排水す

るか、公共下水道に排水するか等の検討の他、止水対策の検討も必要である。公共下

水道を利用する場合には、満水時の水位、臭気について留意する必要がある。 
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第５章 施工 

 
仮設設計の基本 ５－１．

電線共同溝の施工に際しての仮設構造物は、土質、構造物の規模、既設埋設物、交通状況

等を考慮して施工法を選定しなければならない。 

［解説］ 

(1) 一般的な電線共同溝の掘削深さは１.５m 程度と浅い事から直掘を基本とし、通常の土

質では、当矢板１／２程度の施工とするが、砂地盤の場合には、降雨による影響を考

慮した工法を検討する必要がある。 

(2) 特殊部設置工では、必要に応じて覆工を施すものとする。 

(3) 地下水位が高く、自立性の悪い土質では、締切り工法を選定する必要があると同時に、

施工中には水替工を施さなくてはならない。 

(4) 仮設構造物の施工に際しては、既設埋設物の防護に十分留意しなければならない。 

(5) 車道横断部や、支道部等規定の土被りを確保できない際に、コンクリート防護等の策

を講ずる場合は、土留め板および軽量鋼矢板を用いた簡易土留め施工を基本とし、必

要に応じて覆工を施すものとする。 

(6) ここでいう交通状況とは、車道部等での車種、通行車両、交通量、走行速度等をいう。 

 

掘削 ５－２．

掘削は、地山の状態、掘削周辺の荷重の載荷状態、掘削面の解放時間などによって、掘削

工法を検討しなければならない。 

［解説］ 

(1) 掘削周辺に載荷重がある時は別途検討しなければならない。 

(2) 一般的な掘削の考え方は次の通りである。 

①小型トラフ及び管路部の余堀幅は２００㎜を標準とする。 

②特殊部の余掘幅は２００㎜を標準とする。なお、端壁部をプレキャスト製で設置す

る場合はダクトスリーブが取り付いているためダクトスリーブ長＋余堀幅を標準と

する。 

③掘削深が１.５ｍ以内の安定した地山で、かつ掘削面が短時間の解放の時には、直堀

でもよい。 

④掘削深１ｍ以上は、簡易土留めとする。 

⑤掘削深が１.５ｍを超え４.０ｍ以内の掘削で、法切りが出来ない箇所は簡易土留ま

たは土留工とする。 

⑥法切りが可能な箇所は１：０.３勾配以下の法切りでもよい。 

⑦崩壊しやすい地山または法切りが出来ない箇所は土留工とする。 

⑧簡易土留の採用条件は、地質がよく、地下水がなく、周辺地域に影響がない箇所に
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限定する。 
 

特殊部設置工 ５－３．

基礎工 ５－３－１．

特殊部の基礎は、砕石、均しコンクリートの構造を基本とする。 

［解説］ 

(1) 基礎に用いる砕石は、建設廃材の有効利用の観点から、再生クラッシャーランを用い

ることとし、タンパー、プレート等を用い、十分転圧を行う。 

(2) 均しコンクリートは現場の状況に応じて、現場打ち早強コンクリートもしくは敷き板

（二次製品）を選定する。 

(3) レジンコンクリート製特殊部等、一体構造（連結部が無い構造）の場合は、均しコン

クリート又は基礎敷板（コンクリート二次製品）は不要とする。 

 

特殊部設置 ５－３－２．

特殊部は水平に据え付けるものとし、車輌乗り入れ部、歩道切り下げ部への設置は避ける。 

［解説］ 

(1) 特殊部は、コンクリート基礎の上にレベル出しの基礎モルタルを均等に、かつ所定の

厚さに施し、水平に据え付けるものとし、歩道勾配との調整は、蓋版にて行うものと

する。 

(2) 歩道勾配確保にあたっては、ボルト廻りにスペーサーブロックを設置することにより

調整を行い、蓋版と側壁天端との隙間は、モルタルまたはコンクリートで入念に充填

し、止水防止に努める。 

(3) Ｕ形開渠の連結にはレバーブロック、油圧シリンダー等を用い、ずれや隙間を極力小

さくしなければならない。また連結部には必要に応じて、シール材を接着するか、ま

たはコーキング等の止水対策を施す。 

(4) 特殊部設置後管を敷設するまでは、取り付けたダクトスリーブ内に雨水や、泥等の異

物が混入しないよう、止水栓、防砂栓等の処置を施す。 

(5) 特殊部設置にあたっては、事業者の分岐取り出しスペース確保のため、民地と１ｍ程

度の離隔を確保した位置に設置することを基本とする。 
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特殊部が細部設計での設置箇所に設けられない場合の措置 ５－３－３．

施工者は、特殊部設置箇所の現地を掘削した際に、細部設計どおりの設置が出来ないこと

が判明した場合は、必要事項を確認し、仮復旧を行い、その上で発注者等と対応を協議す

る。 

［解説］ 

(1) 施工者は、掘削時に予期せぬ埋設物により、特殊部を細部設計どおりに設置が出来な

いことが判明した場合は、所定の確認をした後に埋め戻しを行い、発注者と対応を協

議する。 

(2) 掘削時の確認事項は、支障埋設物の位置、種類、規模、所有者、支障移設の可否及び

支障移設が出来ない場合には、特殊部をどの程度移動すれば設置ができるかなどを調

べてから、埋め戻す。 

(3) 支障移設が可能であれば、発注者は、所有者と協議を行い、支障移設を行う。 

(4) 支障移設が不可能な場合は、道路管理者（発注者）は参画事業者と協議を行い、新た

な位置を決定する。なお、この際、必要に応じて、発注者は地元住民への説明を行う。 

 
管路敷設工 ５－４．

管の配列 ５－４－１．

管の敷設は、規定された土被り、占用位置および敷設間隔などに基づいて、ケーブルの引

き込み・引き抜きに支障とならないよう確実に実施する。 

［解説］ 

(1) 管の上下左右に管枕（スペーサー）を継手部及び中間部2m ピッチ程度を標準とし設置

するものとする。なお、短尺曲管を使用する場合は、１本に１箇所以上設置する。 

(2) 最上段の管に対する管枕は、下半分のみとする。 

(3) 管の配列時には、管が水平になるよう十分注意する。 

(4) 支障物等の回避のため共用ＦＡ管とボディ管を段崩しして敷設する場合は、共用ＦＡ

管は必ず民地側へ設置する。 

(5) 小型トラフの曲線区間は、埋設位置を明確にするために曲線の起点・中間点・終点の

小型トラフ中心点の３点オフセット寸法を竣工図に記載する。 

(6) 小型トラフ間の連結は、レバーブロック、油圧シリンダー等を用い、付着及び水密性

を保つとともに、段差が生じないようにしなければならない。また、連結部には必要

に応じて、モルタル等を用いて隙間のないようにしなければならない。 
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配管手順 ５－４－２．

配管は原則として一方向から順次行うものとする。 

［解説］ 

(1) 配管は原則として一方向から行うものとするが、止むを得ず二方向から行うときは、

その合流点には十分な接合長を確保する。 

(2) 平らに均した床付け面に管枕を並べ、その上に配管する。その際、管が斜めに傾倒し

ないよう十分注意する。 

(3) 管は表示面を上面にし、表示内容が確認できるようにする。 

(4) 管の接続を休止する場合、管端から異物、水等が入らないよう防砂栓等の処置を施す。

なお、共用ＦＡ管の管止めを行う場合は、接着剤等により完全に密閉する。また、管

端が縦断的に最下点とならないよう敷設する。 

 

管の接続 ５－４－３．

管の接続は、１本ごとに掘削構内で接続することを原則とする。 

［解説］ 

(1) 管の接続部外面と被接続部内面は、常に清浄に保ち、土砂等の異物の混入を防ぐよう

注意する必要がある。特に電力管は接着接合方式なので、接着面が清浄でないと接着

作業に不備が生じ、浸水の原因となるので、十分注意しなければならない。 

(2) 管は、挿入長が不足すると外圧により曲げ折れが発生しやすくなるので、標線位置ま

で確実に挿入しなければならない。また、標線が２本ある通信管については、伸縮し

ろを確保するため、両標線の中間まで挿入することとする。 

(3) 管は敷設現場の状況に応じて、必要な長さを切管して使用することとなるが、その際、

切管した端面は、内外面とも面取りナイフ等を用いて必要以上に大きく取らぬよう糸

面取りを行い、平滑に仕上げなくてはならない。ただし、直線継手の切断管の面取り

は原則内面のみとする。 

(4) 管の接続後、接続部に載ったり、過大な荷重を加えたりしてはならない。 

(5) 曲管は、切断して使用してはならない。 

(6) ゴム輪受口曲管の接続部は、所定の曲線半径が維持できない屈曲角度が発生し通過性

を悪くする可能性があるので、埋戻しは接続部を固定してから行う。 

(7) 管路の接続において、接続面がずれた際に強制的に力を加えての接続はしてはならな

い。 

(8) 切管を行った際は、長さ・使用位置・継手種類等の接続方法を記録に残しておく 

(9) ボルト固定式ロータス管を使用する際は、特殊部に固定板を固定するため、専用のイ

ンサート付ボディ管ダクトスリーブが必要となる。ボルト固定式ロータス管の構造を

下記に示す。 
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① 特殊部際での曲線施工は可能ではあるが、設計時点においては、原則、直線での接

続を基本とする。ただし、施工時点における支障物回避等については、必要に応じ

て対応できるものとする。その場合は伸縮機能を確保するよう留意する。 

 

1） ボルト固定式ロータス管詳細図 

 

2） インサート付ダクトスリーブ詳細図 
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3）ボルト固定式ロータス管の標準配管構成 

 

4）ボルト固定式ロータス管の特殊部際におけるさや管の標準構造および伸縮処理構

造 
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曲線敷設 ５－４－４．

支障物の迂回等での曲線敷設では、曲管を用いることを基本とする。 

［解説］ 

(1) 管路の曲線施工には、曲管を使用するものとする。曲管の使用に際しては、管接続部

で曲げ折れが生じないよう挿入長の確保や面取りなど特に注意すること。また、支障

物との離隔を十分確保すること。 

(2) 現場の状況により既存の曲管を使用できない場合は、現場での加熱曲げ加工や生曲げ

加工をしてもよいが、管の強度やケーブルの導通性に支障とならないよう加工しなけ

ればならない。 

(3) 上記いずれの方法で曲線敷設した場合も、各事業者が規定する最小曲線半径を必ず保

持しなくてはならない。しかし、これにより難い場合は、「最小曲線半径の変更につ

いての調整合意方法及び確認方法」を発注者が各事業者に確認し協議により変更する。 
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管路の敷設管理 ５－５．

管路の組立と並行して通過試験を行い、仮復旧完了後に再度、通過試験を行わなければな

らない。 

［解説］ 

(1) 電力管路の通過試験はφ１２０ｍｍ、長さ５００ｍｍの通過試験器が通過することを

確認しなければならない。（管内径１３０ｍｍの場合）なお、通線ひもは必ず残置す

る。 

電力通過試験器の概要は下図の通り。 

 

 

電力用通過試験器の形状 

 

電力管路通過試験器（ボビン）の寸法 

 

 

 

 

 

※なお、工事完成後（完成検査は含まない）の導通性は、φ120mm、長さ400mm の通過試験器が通過すること。（管

内径130mm の場合） 

 

(2) 呼び径φ７５の通信管路の通過試験はφ７３ｍｍ、長さ３００ｍｍの通過試験器が通

過することを確認しなければならない。通信通過試験器の概要は下図の通り。 

 

 

 

 

 

通信用通過試験器の形状 

 

  

試験器径(Ｄ)［ ｍｍ ］ 試験器の長さ 

( Ｌ ) ［ ｍｍ ］ φ１００用 φ１３０用 

９０ １２０ ５００ 
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通信管路通過試験器（マンドレル）の寸法 

 
 

 

 

(3) 共用ＦＡ管の通信管路の通過試験は最小外周長 42cm 以上のウエスを、１管セパレート

管は２８ｃｍ以上のウエスを４０ｃｍの間隔で２カ所取付けたものが通過することを

確認しなければならない。なお、共用ＦＡ管（１管セパレート管の共用ＦＡ部含む）

には、入線時の絡まり防止のため通線ひもは残置しないこと。また、呼び径 φ１００

（管内径１００ｍｍ）の電力保安通信管等（通信管路）の通過試験は通過試験器の仕

様がないため、電力管路通過試験器（ボビン）を準用しても良いものとする。通過試

験器の概要は下図の通り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

通信用φ１５０管の通過試験器の形状（参考図） 

 

(4) さや管の通過試験はケーブルテストピース（長さ５ｍ以上）により行い、全てのさや

管に対し通過することを確認しなければならない。なお、通線ひもは必ず残置する。 

 

ケーブルテストピースの外径 

  さや管径［ｍｍ］ 

φ３０ φ５０ 

テストピース外径［ｍｍ］ ２０以上 ３３以上 

 

 

 

 

 

 

ケーブルテストピースの形状（参考図）  

曲げ半径 

［ ｍ ］ 

試験器径(Ｄ)［ｍｍ］ 試験器の長さ 

( Ｌ ) ［ ｍｍ ］ φ７５用 

５ ７３ ３００ 
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管路の表示 ５－６．

管路材の埋設にあたっては、道路掘削等に対して埋設物の保安上必要な対策を講じるもの

とする。 

［解説］ 

(1) 道路掘削等に対する保安上の対策として、管の上部に埋設シートを敷設するものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

埋設シートの例 

 
 

(2) 埋設シートの敷設範囲は、管路の全幅とし、幅３００ｍｍ、幅４００ｍｍ、６００ｍ

ｍを組み合わせて敷設するものとする。また敷設位置は、歩道部は管上２０ｃｍ、車

道部は管上３０ｃｍを標準とするが、管路の土被りとの関係上舗装との離隔が確保で

きない場合は、埋設シートを舗装内に敷設することができるものとし、歩道部、車道

部ともに１０ｃｍまで縮小出来るものとする。ただし、離隔を縮小する場合において

は、外的要因による切断等の事故を防ぐための安全対策として、埋設鋲等による明示

を行うものとする。なお、埋設鋲以外の有効な安全対策が考えられる場合は、道路管

理者、電線管理者と協議を行うこととする。 

(3) 埋設シートを敷設できない場合は、電線共同溝の浅層埋設時における管理対応として、

埋設鋲または埋設プレートを電線共同溝の正確な位置情報を把握するために舗装表面

に設置するものとする。これは、整備後の「カッター」「掘削機」によりケーブルが

破損される等の事故を防止する事を目的とする。 

また、それらにＩＣタグを設置し必要な情報を記憶させるなどの方法も考えられる

折込構造図 

注)図は折込前の状態を示す。 400mm 巾】 注)図は折込前の状態を示す。 

備考 

1. 折込率は２倍とする。 
2. 色は文字色・黒、地色・ピンクとする。 
3. クロスシートの幅は、６００ｍｍ（４００ｍｍ）とする。 
4. 定尺は５０ｍとする。 
5. 折込はミシンや熱融着等で固定する。 

【600mm 巾】 

埼玉県 

埼玉県 

埼玉県 

埼玉県 

最寄りの県土整備事務所の立ち会いを求めて下さい。 

埼玉県マーク 
埼玉県マーク 

埼玉県 埼玉県 
最寄りの県土整備事務所の立ち会いを求めて下さい。 

最寄りの県土整備事務所の立ち会いを求めて下さい。 
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が、これらの設置に際しては、保安上に問題がないか道路管理者、電線管理者と協議

を行うこととする。 

 

 

※「はなれ」および「かぶり」の単位：cm    

※「はなれ」は矢印からの埋設位置（直下：0cm） 

※「かぶり」は路面から管頂部までの距離とする 

 

    埋設標示鋲イメージ         埋設標示プレートイメージ 

 

(4) 浅層埋設時における管理対応として埋設鋲または埋設プレートを設置する場合、舗装

仮復旧時には、埋設鋲または埋設プレートの設置を予定する付近の仮舗装上に、埋設

標示をペイントスプレー等で標示する。 

 

埋戻し ５－７．

特殊部、管路部の埋戻しには所定の材料を用い、施工後ひび割れ、陥没等が発生しないよ

う十分転圧しなければならない。 

［解説］ 

(1) 特殊部、管路部の埋戻しには、発生土（現場掘削土）を用いることとするが、発生土

が埋戻し土に適さない場合は、再生砂等の採用を考慮するものとする。 

(2) 管路部の埋め戻しにおいて敷設上段の管路上面から５０ｍｍは、水締めを標準とする。 

(3) 管路上部の埋戻しは、管の変形が生じるような過大な転圧は行わないこと。特に剛性

の支障物の上越し箇所は、荷重変形が生じやすいため注意すること。 

(4) 発生土が埋戻し適否を判定するために土質（粒度）試験は、現地状況を踏まえて適宜

実施すること。 

 

仮復旧 ５－８．

特殊部設置、管路敷設後速やかに仮復旧を行い、車輌、歩行者の通行を確保する。 

［解説］ 

特殊部の設置、管の敷設が完了したら、所定の舗装断面で仮復旧を行う。路面はひび割

(概形) (平面図) (平面図) 
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れ、段差等通行の妨げとなるような施工不良が発生せぬよう留意し、平滑に仕上げる。 

車道部仮復旧にあたっては、本復旧舗装構成に基づき路盤工までは施工し、自然転圧を

十分行い、本復旧時はＡｓ舗装部の影響範囲を含め舗装する。  
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電線共同溝台帳作成 ５－９．

電線共同溝の管理者は、電線共同溝の円滑な維持管理及び運営を行うため、管理台帳を 
整理しておくものとする。 

［解説］ 

(1) 電線共同溝の管理者は、電線共同溝本体、付属設備、各種収容物件の現況把握、敷設計

画及び緊急時の措置に資するため、管理台帳を整備しておくことが必要である。 
(2) 管理台帳として整理する事項は以下のとおりとし、記述内容及び整理方法は任意とする。

本体整備工事、補修、改良、入線・撤去等を行った際には随時台帳の更新を行うこと。 
①整備概要 

・位置図及び整備延長 
・整備工事名称 
・特殊部整備状況（マンホール名称、位置、種別、蓋及び鍵情報等） 
・その他必要事項等 

②電線共同溝本体の構造及び付属設備  
③電線の敷設状況並びに敷設計画条数  
④電線の種類 
⑤占用企業者名、連絡先 
⑤その他必要事項等がある。 

(3) 管理台帳は道路管理者管理とする。 
(4) 参考資料として管理台帳（例）を別途示す。 
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【参考資料】管理台帳（例） 
 

(1)台帳構成 

台帳種別 管理内容 更新時期 

様式１： 

基本情報管理台帳 

対象施設の基本情報(整備範囲，収容物件，

工事情報，対応鍵等)を集約した管理台帳 
・補修，改良工事等実施時 

様式２： 

竣工図書情報管理台帳 

対象施設の竣工図(平面図，縦断図，横断図，

構造図等)を集約した管理台帳 
・補修，改良工事等実施時 

様式３： 

敷設状況管理台帳 

対象施設の特殊部位置，敷設位置，入線状

況の把握を目的とした管理台帳 

・補修，改良工事等実施時 

・増設管路工事実施時 

・入線・撤去工事実施時 

様式４： 

特殊部管理台帳 

各特殊部の内部状況(管路配置，入線状況

等)把握を目的とした管理台帳 

・補修，改良工事等実施時 

・増設管路工事実施時 

・入線・撤去工事実施時 
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(2)台帳様式 

（様式１（１／２） 川口本町地区電線共同溝記載例） 
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（様式１（２／２） 川口本町地区電線共同溝記載例） 
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（様式２（平面図） 川口本町地区電線共同溝記載例） 
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（様式２（縦断図） 川口本町地区電線共同溝記載例） 
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（様式２（横断図） 川口本町地区電線共同溝記載例） 
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（様式２（特殊部ケーブル収容形態図、特殊部構造図、車道横断一般図、浅層埋設区間図） 

川口本町地区電線共同溝記載例） 
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（様式３ 川口本町地区電線共同溝記載例） 
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（様式４（基本情報、補修・点検記録、地上面写真、入溝情報） 川口本町地区電線共同

溝記載例） 
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（様式４（基本情報、妻壁配置図、入線状況図） 川口本町地区電線共同溝記載例） 
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（様式４（基本情報、端壁状況写真） 川口本町地区電線共同溝記載例） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式１については、札幌開発建設部で管理する台帳を整理するものとし、必要に応じ

て修正するものとする。 
 

【様式１の記載内容】 

① 路線名を記載。 
② 指定区間の始点、終点の地名を記載。 
③ 指定区間延長を記載。 
④ 指定年月日を記載。 
⑤ 施工年度を記載。 
⑥ その他記載事項があれば記入。 
⑦ 占有者名を記載。 
⑧ 占有許可年月日及び占有許可番号を記載。 
⑨ 占有許可申請書の提出年月日を記載。 
⑩ 許可区間や、その区間における各条数、延長を記載。 

許可延長を 
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